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平成21年

世帯主の

定期収入

世帯主の

配偶者の収入

他の世帯員収入
（万円）

勤め先収入

（名目増減率）

（％）

22年

世帯主の

臨時収入･賞与

世帯主の

臨時収入･賞与

（寄与度）

他の世帯員収入

（寄与度）

世帯主の定期収入

（寄与度）

世帯主の

配偶者の収入

（寄与度）

平成21年 22年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（円） 420,278 495,229 465,101 559,151 414,961 502,074 464,618 559,708

（円） 361,503 426,324 402,105 487,144 357,555 429,276 398,034 484,258

定 期 収 入（円） 354,202 354,157 351,993 353,180 351,194 348,301 352,284 351,397

臨 時 収 入 ・ 賞 与（円） 7,301 72,168 50,112 133,964 6,361 80,975 45,751 132,861

（円） 49,831 59,535 54,292 62,412 49,891 62,414 55,335 63,926

（円） 8,944 9,370 8,704 9,595 7,515 10,384 11,250 11,524

（％） -1.0 -3.0 -3.0 -5.0 -1.3 1.4 -0.1 0.1

（％） -1.81 -3.10 -1.98 -4.45 -0.94 0.60 -0.88 -0.52

定 期 収 入（％） -1.90 -0.87 -1.35 -1.84 -0.72 -1.18 0.06 -0.32

臨 時 収 入 ・ 賞 与（％） 0.09 -2.23 -0.63 -2.61 -0.22 1.78 -0.94 -0.20

（％） 0.95 0.52 -0.43 -0.26 0.01 0.58 0.22 0.27

（％） -0.15 -0.44 -0.55 -0.27 -0.34 0.20 0.55 0.34

(注)  Ⅰは１～３月期，Ⅱは４～６月期，Ⅲは７～９月期，Ⅳは10～12月期を表す。以下同じ。
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与
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世 帯 主 収 入

世 帯 主 の 配 偶 者 の 収 入

他 の 世 帯 員 収 入

Ⅲ 最近の家計収支の特徴（二人以上の世帯） 

１ 今年の出来事と家計収支 

(1) 勤め先収入（名目）の下げ止まり 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の勤め先収入を四半期別にみると，前年同期に比べ，平成

21年は減少が続いたものの，22年は企業業績の回復もあり，１～３月期に名目1.3％の減少と

なった後は，４～６月期は名目1.4％の増加，７～９月期及び10～12月期は前年とほぼ同水準

と，下げ止まりの傾向となった。 

平成22年の各四半期における勤め先収入の増減に対する内訳の寄与をみると，世帯主の定期

収入について，おおむね前年に比べ減少の寄与が小さくなっているほか，世帯主の臨時収入・

賞与が４～６月期の増加に寄与している。また，世帯主の配偶者の収入は平成22年１～３月期

以降，他の世帯員収入は４～６月期以降，増加に寄与している（図Ⅲ－１－１）。 

 

図Ⅲ－１－１ 勤め先収入の四半期別１か月平均金額の内訳，対前年同期名目増減率 

及び内訳の寄与度の推移（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）      
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図表 「他の社会保障給付※」の受給額の推移

（勤労者世帯）

平成20年

21年

22年

受給額（円）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成20年 1,746 6,813 2,137 2,037 1,690 5,874 1,485 2,863 1,850 5,659 1,613 3,239
平成21年 1,589 6,753 2,152 3,097 1,839 6,689 2,403 3,236 1,517 6,243 2,280 4,268
平成22年 1,745 7,073 3,637 3,539 1,720 20,798 2,628 3,396 1,251 29,156 3,259 3,800

対前年同月名目増減率（％）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成20年 4.2 32.8 9.8 -24.9 34.7 6.4 -12.5 16.3 2.6 4.4 -29.5 50.0
平成21年 -9.0 -0.9 0.7 52.0 8.8 13.9 61.8 13.0 -18.0 10.3 41.4 31.8
平成22年 9.8 4.7 69.0 14.3 -6.5 210.9 9.4 4.9 -17.5 367.0 42.9 -11.0

実収入（円）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成20年 438,998 476,282 453,482 469,774 435,076 737,166 587,732 488,216 433,502 481,746 439,394 969,449
平成21年 443,337 464,665 443,429 473,779 436,123 700,239 573,821 466,393 422,120 459,704 428,219 906,884
平成22年 434,344 464,866 439,410 474,616 421,413 733,886 562,094 470,717 425,771 494,398 431,281 895,511

実収入に占める「他の社会保障給付」の割合（％）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成20年 0.4 1.4 0.5 0.4 0.4 0.8 0.3 0.6 0.4 1.2 0.4 0.3
平成21年 0.4 1.5 0.5 0.7 0.4 1.0 0.4 0.7 0.4 1.4 0.5 0.5
平成22年 0.4 1.5 0.8 0.7 0.4 2.8 0.5 0.7 0.3 5.9 0.8 0.4

(2) 子ども手当の支給 

平成22年度から，従来の児童手当制度に代わり，子ども手当制度が創設された。平成22年度

は６月，10月及び２月に前月分までの手当（中学校修了までの子ども一人につき，月額13,000

円）が支給されることとなり，22年６月には，前年度の２月分及び３月分の児童手当とともに，

４月分及び５月分の子ども手当が支給された。また，平成22年10月には，６月分から９月分ま

での子ども手当が支給された。 

二人以上の世帯のうち勤労者世帯における，子ども手当が含まれる「他の社会保障給付注」

の受給額を月別にみると，支給月である平成22年６月は前年同月に比べ名目210.9％の増加，

10月は前年同月に比べ名目367.0％の増加となっている。また，実収入に占める「他の社会保

障給付」の割合をみると，平成22年６月は2.8％となり前年同月に比べ1.8ポイントの上昇，10

月は5.9％となり前年同月に比べ4.5ポイントの上昇となっている（図Ⅲ－１－２）。 

 
(注)  子ども手当のほか，従来の児童手当，生活保護法に基づく各種扶助，雇用保険法に基づく各種給付などが含

まれる。 

 

図Ⅲ－１－２ 子ども手当が含まれる「他の社会保障給付」の受給額の推移 

（二人以上の世帯のうち勤労者世帯） 
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図表 高校授業料等 の支出金額の推移

国公立高校

私立高校

平成20年

21年

22年

支出金額（円）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

高校授業料等

平成20年 3,160 2,581 1,906 3,971 2,947 2,122 2,477 1,740 2,317 2,182 1,529 1,939
平成21年 2,965 2,515 1,711 4,403 2,988 1,888 2,436 1,931 2,485 2,172 1,694 1,950
平成22年 2,930 2,209 2,135 3,460 1,831 1,304 1,702 1,371 1,304 1,453 902 1,066

うち国公立高校

平成20年 1,066 1,185 682 1,735 1,584 1,361 1,406 918 1,220 1,034 863 939
平成21年 1,081 1,042 690 1,743 1,624 1,260 1,322 931 1,323 1,246 937 883
平成22年 1,084 984 822 863 899 717 661 458 531 532 366 331

うち私立高校

平成20年 2,094 1,396 1,224 2,236 1,363 761 1,071 822 1,097 1,148 666 1,000
平成21年 1,884 1,473 1,021 2,660 1,364 628 1,114 1,000 1,162 926 757 1,067
平成22年 1,846 1,225 1,313 2,597 932 587 1,041 913 773 921 536 735

対前年同月名目増減率（％）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

高校授業料等

平成20年 23.1 9.7 3.2 -22.8 -8.3 1.4 3.7 1.2 7.8 -11.0 -18.5 -1.4
平成21年 -6.2 -2.6 -10.2 10.9 1.4 -11.0 -1.7 11.0 7.3 -0.5 10.8 0.6
平成22年 -1.2 -12.2 24.8 -21.4 -38.7 -30.9 -30.1 -29.0 -47.5 -33.1 -46.8 -45.3

うち国公立高校

平成20年 -1.0 23.6 1.3 7.9 -8.5 0.2 -1.5 18.9 -4.7 -24.0 -6.0 18.4
平成21年 1.4 -12.1 1.2 0.5 2.5 -7.4 -6.0 1.4 8.4 20.5 8.6 -6.0
平成22年 0.3 -5.6 19.1 -50.5 -44.6 -43.1 -50.0 -50.8 -59.9 -57.3 -60.9 -62.5

うち私立高校

平成20年 40.5 0.2 4.3 -36.7 -8.0 3.5 11.3 -13.2 26.1 5.2 -30.4 -14.8
平成21年 -10.0 5.5 -16.6 19.0 0.1 -17.5 4.0 21.7 5.9 -19.3 13.7 6.7
平成22年 -2.0 -16.8 28.6 -2.4 -31.7 -6.5 -6.6 -8.7 -33.5 -0.5 -29.2 -31.1

(3) 高校授業料の無償化等の開始 

平成22年度から公立高等学校の授業料が無償化されるとともに，国立・私立高等学校などの

授業料を対象とした高等学校等就学支援金制度が創設された。 

高校授業料等注の支出金額を月別にみると，平成22年４月以降，前年同月に比べ大幅な名目

減少となっている（図Ⅲ－１－３）。 

 
(注)  「授業料等」のうち「国公立高校」と「私立高校」を合計したもの。授業料のほか，入学金，受験料，ＰＴ

Ａ会費などが含まれる。 

 

図Ⅲ－１－３ 高校授業料等の支出金額の推移（二人以上の世帯） 
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（％）

消費者物価指数変化率

（右目盛）

支出金額名目増減率

(左目盛)

支出金額実質増減率

(左目盛)

購入数量増減率

(左目盛)

22年

平均価格(購入単価)

変化率(右目盛)

（％）

（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
支出金額名目増減率 0.5 4.1 34.2 -30.4 77.5 7.3 58.6 25.5 45.0 4.9 108.8 52.5
支出金額実質増減率 34.7 42.2 69.2 -5.2 145.2 48.8 128.5 82.1 118.4 56.6 221.2 126.9
購入数量増減率 20.0 25.0 54.5 -30.0 120.0 22.2 41.7 40.0 112.5 37.5 120.0 70.6
平均価格（購入単価）変化率 -17.9 -14.6 -14.5 4.7 -9.8 -15.4 9.5 -8.6 -26.6 -24.9 -4.9 -13.0
消費者物価指数変化率 -25.4 -26.8 -20.7 -26.6 -27.6 -27.9 -30.6 -31.1 -33.6 -33.0 -35.0 -32.8
支出金額名目増減率 55.3 51.1 81.0 35.5 17.0 17.3 -21.1 2.0 -20.9 180.5 168.1 -30.3
支出金額実質増減率 133.9 119.0 182.4 89.0 61.4 61.1 11.8 52.7 19.7 333.5 301.3 -0.1
購入数量増減率 41.7 70.0 129.4 100.0 45.5 45.5 17.6 71.4 5.9 254.5 254.5 -20.7
平均価格（購入単価）変化率 7.8 -12.7 -18.7 -36.3 -22.7 -16.1 -33.2 -41.5 -28.3 -17.8 -25.8 -10.6
消費者物価指数変化率 -33.6 -31.0 -35.9 -28.3 -27.5 -27.2 -29.4 -33.2 -33.9 -35.3 -33.2 -30.2

(注)  テレビの増減率の実質化には，消費者物価指数（テレビ（薄型））を用いた。
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(4) 家電エコポイント制度の影響 

平成 21年５月から，環境負荷が低いとされるグリーン家電（地上デジタル放送対応テレビ，

エアコンディショナ，電気冷蔵庫）を購入すると，商品券や電子マネーなどと交換可能なエコ

ポイントが付与される「家電エコポイント制度」が開始された。その後，平成 22 年４月には

対象製品のうち地上デジタル放送対応テレビの省エネ基準が強化された。また，平成 22 年 10

月には，12月以降は付与されるポイント数が減少するなどとした家電エコポイント制度の見直

しが発表された。 

平成 22 年のテレビの支出金額及び購入数量を月別にみると，省エネ基準の強化を前にした

３月，家電エコポイント制度の見直しを前にした 10月及び 11月は，駆け込み需要が発生した

ため，大幅に増加していた前年同月に比べても，支出金額の実質増減率及び購入数量の増減率

共に大幅な増加となっている。一方，平成22年 12月は駆け込み需要の反動がみられたことも

あり，支出金額の実質増減率及び購入数量の増減率共に，制度開始直前の買い控えがみられた

21年４月以来，20か月ぶりの減少となっている。 

また，エアコンディショナ及び電気冷蔵庫の購入数量を月別にみると，平成 22 年は猛暑だ

ったこともあり，前年同月に比べ，エアコンディショナは６月以降７か月連続の増加，電気冷

蔵庫は８月以降５か月連続の増加となったが，12月は家電エコポイント制度の見直しがあった

ことから，前月に比べ増加幅が縮小している（図Ⅲ－１－４，図Ⅲ－１－５）。 

 

図Ⅲ－１－４ テレビの月別支出金額及び購入数量の対前年同月増減率の推移 

（二人以上の世帯） 
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22年

100世帯当たり購入数量（台）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 年計

テレビ 1.2 1.0 1.7 0.7 1.1 1.1 1.7 1.4 1.7 1.1 2.2 2.9 17.8
エアコンディショナ 0.4 0.1 0.1 0.5 0.3 1.0 1.9 1.6 0.3 0.2 0.3 0.4 6.9
電気冷蔵庫 0.2 0.3 0.7 0.4 0.2 0.4 0.9 0.6 0.3 0.2 0.5 0.4 5.1
テレビ 1.7 1.7 3.9 1.4 1.6 1.6 2.0 2.4 1.8 3.9 7.8 2.3 32.1
エアコンディショナ 0.2 0.3 0.4 0.4 0.2 1.5 2.4 1.9 0.9 0.5 0.8 0.6 10.2
電気冷蔵庫 0.3 0.5 0.6 0.5 0.3 0.6 0.8 1.1 0.8 0.5 0.8 0.5 7.2

対前年（同月）増減率（％）
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 年計

テレビ 20.0 25.0 54.5 -30.0 120.0 22.2 41.7 40.0 112.5 37.5 120.0 70.6 50.8
エアコンディショナ 33.3 -50.0 -50.0 150.0 -50.0 66.7 -24.0 60.0 0.0 -33.3 50.0 100.0 4.5
電気冷蔵庫 -33.3 50.0 16.7 0.0 -50.0 -20.0 50.0 0.0 -40.0 -33.3 150.0 0.0 0.0
テレビ 41.7 70.0 129.4 100.0 45.5 45.5 17.6 71.4 5.9 254.5 254.5 -20.7 80.3
エアコンディショナ -50.0 200.0 300.0 -20.0 -33.3 50.0 26.3 18.8 200.0 150.0 166.7 50.0 47.8
電気冷蔵庫 50.0 66.7 -14.3 25.0 50.0 50.0 -11.1 83.3 166.7 150.0 60.0 25.0 41.2

平成
21年

平成
22年

平成
21年

平成
22年

図Ⅲ－１－５ テレビ，エアコンディショナ及び電気冷蔵庫の月別購入数量の推移 

（二人以上の世帯） 
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平成20年

（％）

21年

（平成17年＝100）

消費者物価指数(右目盛)

支出金額名目増減率(左目盛) 

支出金額実質増減率(左目盛)

22年

購入数量増減率

(左目盛)

平成20年 21年 22年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（％） -20.4 22.9 13.0 13.8 25.2 -11.1 -1.7 46.1 30.2 3.0 35.1 -34.3

（％） -20.6 23.3 13.0 13.6 25.1 -10.5 -0.6 48.3 32.5 3.5 35.8 -34.2

（％） -8.3 33.3 30.0 22.2 18.2 -8.3 -7.7 18.2 7.7 9.1 25.0 -7.7

消費者物価指数 100.3 99.8 100.2 100.3 100.4 99.1 99.1 98.8 98.7 98.6 98.6 98.7

(注)  自動車購入の増減率の実質化には，消費者物価指数（自動車）を用いた。

支 出 金 額 名 目 増 減 率

支 出 金 額 実 質 増 減 率

購 入 数 量 増 減 率

（平成17年＝100）

(5) エコカー補助金制度の終了 

平成21年４月から，環境対応車への買換え・購入に対する減税や補助金の支給といった，い

わゆる「エコカー購入支援策」が開始された。そのうち補助金を支給する「エコカー補助金制

度」については，平成22年７月に，９月末までに新車登録がされたものまでを対象とすること

が正式に決定されたこともあり，対象車への駆け込み需要が発生し，９月末を待たずに補助金

の原資となる予算が底をついたことから，９月７日申請分をもって打切りとなった。 

自動車購入の支出金額及び購入数量を四半期別にみると，前年同期に比べ，平成21年10～12

月期以降４期連続の増加となったが，22年10～12月期は５期ぶりの減少となっている（図Ⅲ－

１－６）。 

 

図Ⅲ－１－６ 自動車購入の四半期別支出金額及び購入数量の対前年同期増減率の推移 

（二人以上の世帯） 
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（円）

（日）

７月（平成15，18年），10月（平成22年）６月（平成15，18年），９月（平成22年）

平成15年

平成18年

平成22年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
支出金額（円）
　　平成15年 1,003 978 1,061 1,042 1,121 1,824 730 1,032 1,014 1,057 1,004 1,015
　　平成18年 984 924 981 921 996 1,606 668 938 974 993 1,035 1,047
　　平成22年 986 994 1,060 989 981 908 919 999 2,239 409 696 856
対前年同月実質増減率（％）
　　平成15年 -3.1 -2.6 -1.8 -6.3 -1.4 63.3 -39.2 -12.9 -13.2 -6.4 -10.9 -12.5
　　平成18年 -5.6 5.5 8.2 -3.7 -3.8 48.6 -45.0 -25.4 -21.2 -23.3 -11.5 -11.9
　　平成22年 -3.0 9.8 -0.6 0.8 -6.5 -5.9 -6.2 -1.0 145.0 -69.7 -48.0 -41.9
(注)  たばこの増減率の実質化には，消費者物価指数（たばこ）を用いた。
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(6) たばこの値上げの影響 

平成22年10月１日から，たばこ税の増税等に伴いたばこ小売定価が改定された。過去に例の

ない大幅な増税となったことなどから，定価の改定幅も大きなものとなった。 

たばこの支出金額を月別にみると，平成22年９月は改定を前にした駆け込み需要が発生した

ことから，前年同月に比べ実質145.0％の増加となり，過去２回の小売定価改定前月（15年６

月及び18年６月）に比べ大きな増加幅となっている。また，平成22年10月は前年同月に比べ実

質69.7％の減少と，過去２回の小売定価改定月（15年７月及び18年７月）に比べ大きな減少幅

となり，11月及び12月も引き続き大幅な減少となっている（図Ⅲ－１－７，図Ⅲ－１－８）。 

 

図Ⅲ－１－７ たばこの月別支出金額及び対前年同月実質増減率の推移（二人以上の世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－１－８ たばこの日別支出金額の推移（二人以上の世帯） 
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平成20年 21年 22年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

支 出 金 額 名 目 増 減 率 （％） 5.3 1.3 -3.7 -0.4 -1.1 0.7 2.8 -4.9 2.2 1.8 0.1 9.5

支 出 金 額 実 質 増 減 率 （％） -1.0 -2.5 0.3 -0.8 0.0 -0.2 -1.1 4.5 -0.4 -8.5 -7.7 -11.2

購 入 数 量 増 減 率 （％） 3.5 -1.1 0.6 2.7 0.0 1.0 1.6 3.3 -0.2 -5.2 -7.2 -9.6

平均価格（購入単価）変化率 （％） 1.8 2.5 -4.3 -3.0 -1.1 -0.2 1.2 -7.9 2.5 7.3 7.8 21.1

消 費 者 物 価 指 数 変 化 率 （％） 6.4 3.9 -4.0 0.4 -1.1 0.9 3.9 -9.0 2.6 11.2 8.4 23.3

(注)  生鮮野菜の増減率の実質化には，消費者物価指数（生鮮野菜）を用いた。
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２ 記録的な天候不順と家計消費 

平成22年は記録的な天候不順の年であった。平成22年２月から４月にかけては日照時間が短く，

４月には関東地方を中心に記録的に遅い雪が降るなど顕著な低温となった。一方，平成22年の夏

は，６～８月の平均気温が統計のある明治31年以降で最高を記録するなど，一転して記録的な猛

暑となった。こうした天候不順の影響で，支出が増減したとみられる主な品目等は次のとおりで

ある。 

 

(1) 生鮮野菜 

生鮮野菜の支出金額及び購入数量を四半期別にみると，春の低温や猛暑などによる生育不良

に伴い価格が高騰したこともあり，前年同期に比べ，支出金額の実質増減率及び購入数量の増

減率共に，平成22年１～３月期以降４期連続の減少となっている（図Ⅲ－２－１）。 

 

図Ⅲ－２－１ 生鮮野菜の四半期別支出金額及び購入数量の対前年同期増減率の推移 

（二人以上の世帯） 
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25 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
平成20年

（％）

消費者物価指数変化率

支出金額名目増減率

支出金額実質増減率

購入数量増減率

21年

平均価格(購入単価)変化率

22年

平成20年 21年 22年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

支 出 金 額 名 目 増 減 率 （％） -5.6 -3.3 -4.0 -0.2 1.1 2.2 -3.0 -8.4 -3.6 -6.5 -1.2 3.2

支 出 金 額 実 質 増 減 率 （％） 5.2 1.4 0.4 6.3 -0.2 5.4 1.0 -0.9 4.4 -10.4 -10.7 -15.2

購 入 数 量 増 減 率 （％） 5.9 -1.6 0.8 0.7 1.1 13.8 3.9 1.0 4.4 -11.4 -13.0 -12.1

平均価格（購入単価）変化率 （％） -10.9 -1.7 -4.8 -0.9 0.1 -10.2 -6.6 -9.3 -7.6 5.5 13.5 17.4

消 費 者 物 価 指 数 変 化 率 （％） -10.3 -4.6 -4.4 -6.1 1.3 -3.0 -4.0 -7.6 -7.7 4.3 10.6 21.7

(注)  生鮮果物の増減率の実質化には，消費者物価指数（生鮮果物）を用いた。

(2) 生鮮果物 

生鮮果物の支出金額及び購入数量を四半期別にみると，猛暑などによる生育不良に伴い価格

が高騰したこともあり，前年同期に比べ，支出金額の実質増減率及び購入数量の増減率共に，

平成22年４～６月期以降３期連続の減少となっている（図Ⅲ－２－２）。 

 

図Ⅲ－２－２ 生鮮果物の四半期別支出金額及び購入数量の対前年同期増減率の推移 

（二人以上の世帯） 
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45,000

50,000
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灯油

電気代

（円）

光熱費

（名目増減率）

（％）

ガス代

灯油

（寄与度）

ガス代

（寄与度）

電気代

（寄与度）

（月）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
（円） 21,229 21,608 20,877 19,038 16,709 13,929 13,089 14,494 15,373 14,101 14,463 17,542

電 気 代 （円） 11,406 11,545 10,880 10,367 9,350 7,872 8,122 10,273 11,533 9,584 8,274 9,000

ガ ス 代 （円） 6,852 7,164 7,475 6,858 6,405 5,474 4,579 3,935 3,561 3,782 4,531 5,555

灯 油 （円） 2,971 2,899 2,522 1,813 954 583 388 286 279 735 1,658 2,987

（％） -6.0 -6.4 -3.7 -0.9 3.7 2.6 2.8 6.0 18.7 9.8 3.8 2.0

電 気 代 （％） -3.79 -4.65 -4.10 -2.86 1.15 -0.20 2.26 6.99 20.23 10.79 2.75 0.16

ガ ス 代 （％） -2.65 -2.65 -1.19 -1.67 0.29 1.56 -0.42 -1.24 -1.58 -1.96 -0.58 0.18

灯 油 （％） 0.41 0.91 1.59 3.68 2.27 1.24 1.01 0.26 0.09 0.96 1.60 1.62

光 熱 費

光 熱 費 名 目 増 減 率

名目増減率

への寄与度

(3) 光熱費 

光熱費注の支出金額を月別にみると，春の低温や猛暑の影響などもあり，前年同月に比べ，

平成22年５月以降８か月連続の名目増加となっており，特に８月から10月にかけて大幅な増加

となっている。内訳をみると，猛暑による冷房需要のあった電気代が，平成22年８月から10月

にかけての増加に大きく寄与している（図Ⅲ－２－３）。 

 
(注)  電気代，ガス代及び灯油を合計したもの。なお，電気代，ガス代は支払月の結果である。 

 

図Ⅲ－２－３ 光熱費の月別支出金額の内訳，対前年同月名目増減率及び 

内訳の寄与度の推移（二人以上の世帯）－平成22年－ 
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（％） （平成17年＝100）

消費者物価指数(右目盛)

支出金額名目増減率

(左目盛) 

支出金額実質増減率

(左目盛)

（月）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

（％） 3.4 8.3 -6.8 -23.0 13.7 2.4 1.4 -2.4 -3.4 -9.5 -8.4 -13.4

（％） 3.1 7.8 -7.2 -23.1 13.9 2.3 1.4 -2.5 -3.2 -9.3 -8.1 -13.2

消費者物価指数 105.3 105.4 105.3 104.8 104.8 104.9 105.0 105.2 104.9 104.7 104.9 104.9

(注)  洗濯代の増減率の実質化には，消費者物価指数（洗濯代（ワイシャツ）及び洗濯代（背広服上下）の加重平均）を用いた。

支 出 金 額 名 目 増 減 率

支 出 金 額 実 質 増 減 率

（平成17年＝100）

(4) 洗濯代 

洗濯代注の支出金額を月別にみると，春の低温により冬物衣料などのクリーニング需要が先

送りされたこともあり，前年同月に比べ，平成22年４月は実質23.1％の減少，５月は実質13.9％

の増加となっている（図Ⅲ－２－４）。 

 
(注)  洗濯代はクリーニング代などを含む。 

 

図Ⅲ－２－４ 洗濯代の月別支出金額の対前年同月増減率の推移 

（二人以上の世帯）－平成22年－ 
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（％）

品目等 ７月 ８月 ９月
７～９
月期

年計

食料

 乾うどん・そば -1.7 9.8 21.2 4.1 1.6

 梅干し 19.4 34.9 10.9 21.9 7.4

 ゼリー 19.8 16.4 12.5 17.0 9.6

 アイスクリーム・シャーベット 14.0 21.5 19.9 18.2 5.6

 うなぎのかば焼き 25.3 30.1 22.8 25.9 14.8

 飲料 9.8 13.4 11.0 11.4 4.3

 　果実・野菜ジュース 14.9 13.0 13.0 13.6 4.7

 　炭酸飲料 20.6 28.5 27.1 25.4 15.7

 酒類 6.0 4.7 6.1 5.6 -0.2

 　ビール -0.1 9.5 6.4 5.0 -1.4

 　発泡酒・ビール風アルコール飲料
 　及び他の酒

13.2 5.9 12.2 10.3 4.6

光熱・水道

 電気代 4.0 8.8 25.9 13.3 5.4

家具・家事用品

 電気冷蔵庫 1.1 111.5 171.5 64.7 57.6

 エアコンディショナ 52.2 13.8 423.5 55.7 69.1

 他の冷暖房用器具 66.8 17.5 -42.1 25.5 8.6

 タオル 5.6 39.6 16.4 19.7 -2.7

被服及び履物

 帽子 20.3 0.0 -8.1 6.6 -4.2

交通・通信

 ガソリン 8.9 2.0 6.5 5.7 1.6

その他の消費支出

 傘 32.9 23.7 88.4 39.5 22.1

食料

 生鮮野菜 -7.7 -4.6 -10.5 -7.7 -6.9

 生鮮果物 -3.8 -7.3 -19.9 -10.7 -8.3

光熱・水道

 ガス代 -2.6 -6.4 -8.7 -5.8 -2.5

被服及び履物

 男子用セーター -21.5 -61.2 -11.1 -21.9 -10.9

 婦人用セーター -2.1 -8.6 -11.2 -8.0 -6.2

 子供用セーター 105.5 -48.8 -34.8 -16.6 -13.7

(注)  1.  乾うどん・そばは冷麦，そうめんを含む。

　　　2.  「他の冷暖房用器具」は扇風機を含む。

　　　3.  傘は日傘を含む。

(5) 猛暑により影響を受けた品目等 

 

表Ⅲ－２－１ 猛暑により支出が増減したとみられる主な品目等の 

対前年（同月，同期）実質増減率（二人以上の世帯）－平成22年－ 
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

平成20年

（％）

21年

（平成17年＝100）

消費者物価指数(右目盛)
支出金額名目増減率(左目盛) 

支出金額実質増減率(左目盛)

22年

平成20年 21年 22年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（％） 2.3 -2.3 -37.6 4.1 8.2 -13.2 -0.7 2.3 -1.2 9.2 35.8 -8.6

（％） 40.1 35.5 -9.8 54.2 68.5 46.1 68.0 66.3 51.1 54.0 82.0 17.9

消費者物価指数 49.1 44.6 39.9 36.9 31.5 26.5 23.6 22.7 20.6 18.8 17.6 17.6

(注)  パーソナルコンピュータの増減率の実質化には，消費者物価指数（パソコン（デスクトップ型），パソコン（ノート型）及びパソコン用プリンタの

　　　加重平均）を用いた。

支 出 金 額 名 目 増 減 率

支 出 金 額 実 質 増 減 率

（平成17年＝100）
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

平成20年

（％）

21年

（平成17年＝100）

消費者物価指数(右目盛)

支出金額

名目増減率

(左目盛) 

支出金額

実質増減率

(左目盛)

22年

購入数量増減率

(左目盛)

平成20年 21年 22年

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（％） 6.3 52.8 0.6 13.7 5.9 -4.5 7.8 22.2 43.8 0.5 20.1 8.8

（％） 25.2 90.5 24.5 40.9 32.4 13.7 38.9 58.3 105.1 50.7 92.8 77.2

（％） 0.0 8.3 -11.1 17.6 -6.3 0.0 -12.5 0.0 33.3 23.1 21.4 30.0

消費者物価指数 61.1 57.5 56.7 53.0 48.9 48.3 44.0 40.9 34.3 32.2 27.4 25.1

(注)  ビデオデッキの増減率の実質化には，消費者物価指数（DVDレコーダー）を用いた。

支 出 金 額 名 目 増 減 率

支 出 金 額 実 質 増 減 率

購 入 数 量 増 減 率

（平成17年＝100）

３ 注目された品目の動き 

(1) パーソナルコンピュータ 

パーソナルコンピュータの支出金額を四半期別にみると，価格が低下しているほか，平成22

年５月にタブレット型の多機能情報端末が発売されたことなどもあり，前年同期に比べ，20年

10～12月期以降９期連続の実質増加となっている（図Ⅲ－３－１）。 

 

図Ⅲ－３－１ パーソナルコンピュータの四半期別支出金額の対前年同期増減率の推移 

（二人以上の世帯） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) ビデオデッキ 

ビデオデッキの支出金額を四半期別にみると，価格が低下していることに加え，支出が増加し

ているテレビと同時に購入される機会が多いこともあり，前年同期に比べ，平成 19年４～６月

期以降 15期連続の実質増加となっている（図Ⅲ－３－２）。 

 

図Ⅲ－３－２ ビデオデッキの四半期別支出金額及び購入数量の 

対前年同期増減率の推移（二人以上の世帯） 
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ビール及び発泡酒・ビール風アルコール飲料の世帯主の年齢階級別

支出金額（二人以上の世帯）－平成22年－

ビール

発泡酒・ビール風アルコール飲料

(円)

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

ビ ー ル 14,075 8,953 12,075 16,137 18,094 12,969

発泡酒・ビール風
アルコール飲料

8,783 9,229 10,314 10,748 8,195 5,814

合 計 22,858 18,182 22,389 26,885 26,289 18,783

平　均
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平均 40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（％）

ビール及び発泡酒・ビール風アルコール飲料の世帯主の年齢階級別

購入数量割合（二人以上の世帯）－平成22年－

ビール

発泡酒・ビール風アルコール飲料

購入数量（ℓ）

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

ビ ー ル 26.76 17.24 23.18 31.64 33.87 24.04

発泡酒・ビール風
アルコール飲料

27.38 28.88 32.21 34.58 25.09 17.61

合 計 54.14 46.12 55.39 66.22 58.96 41.65

購入数量合計に占める割合（％）

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

ビ ー ル 49.4 37.4 41.8 47.8 57.4 57.7

発泡酒・ビール風
アルコール飲料

50.6 62.6 58.2 52.2 42.6 42.3

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

平　均

平　均

＜参考＞ 世帯主の年齢階級別にみたビール系のアルコール飲料への支出の状況 

 

 平成 22 年におけるビール系のアルコール飲料への年間の支出金額を，世帯主の年齢階級別にみる

と，ビールは 70 歳以上の世帯を除き，年齢階級が上がるほど多くなっている。一方，発泡酒・ビー

ル風アルコール飲料は，50～59歳の世帯が最も多くなっている。 

また，ビール系のアルコール飲料全体の購入数量に占める割合をみると，年齢階級が上がるほどビ

ールの割合が高くなっている。 

 

図１ ビール及び発泡酒・ビール風アルコール飲料の世帯主の年齢階級別 

年間支出金額（二人以上の世帯）－平成 22年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ビール及び発泡酒・ビール風アルコール飲料の世帯主の年齢階級別 

年間購入数量合計に占める割合（二人以上の世帯）－平成 22年－ 
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14,000

平均 40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（円）

ゴルフプレー料金，スポーツクラブ使用料及び「他のスポーツ施設使用料」の

世帯主の年齢階級別支出金額（二人以上の世帯）－平成22年－

ゴルフプレー料金

スポーツクラブ使用料

他のスポーツ施設使用料

（円）

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

ゴ ル フ プ レ ー 料 金 7,743 2,432 3,886 10,383 12,752 6,874

スポーツクラブ使用料 3,441 1,642 2,950 4,321 4,438 3,221

他 の ス ポ ー ツ
施 設 使 用 料

2,530 2,600 3,361 2,353 2,283 2,191

合 計 13,714 6,674 10,197 17,057 19,473 12,286

平　均
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平均 40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

（回/100世帯）
ゴルフプレー料金，スポーツクラブ使用料及び「他のスポーツ施設使用料」の

世帯主の年齢階級別支出金額（二人以上の世帯）－平成22年－

ゴルフプレー料金

スポーツクラブ使用料

他のスポーツ

施設使用料

（回/100世帯）

40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

ゴ ル フ プ レ ー 料 金 87 31 43 92 143 96

スポーツクラブ使用料 44 33 42 53 55 34

他 の ス ポ ー ツ
施 設 使 用 料

158 163 208 131 164 130

合 計 289 227 293 276 362 260

平　均

＜参考＞ 世帯主の年齢階級別にみたスポーツ施設の利用状況 

 

 平成 22 年におけるスポーツ施設の利用状況を世帯主の年齢階級別にみると，年間の支出金額及び

支出の頻度（購入頻度）共に，ゴルフプレー料金は 60～69 歳の世帯が最も多く，スポーツクラブ使

用料は 50～59歳及び 60～69歳の世帯が多く，テニスコートやスキー場の使用料などが含まれる「他

のスポーツ施設使用料」は 40～49歳の世帯が最も多くなっている。 

 

図１ ゴルフプレー料金，スポーツクラブ使用料及び「他のスポーツ施設使用料」の 

世帯主の年齢階級別年間支出金額（二人以上の世帯）－平成 22年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ゴルフプレー料金，スポーツクラブ使用料及び「他のスポーツ施設使用料」の 

世帯主の年齢階級別年間購入頻度（二人以上の世帯）－平成 22年－ 
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住居

22,461円

食料

1

2

世帯主収入

391,932円

世帯主の

配偶者の収入

43,134円

他の世帯員収入

7,577円

可処分所得

389,848円
非消費支出

81,879円

その他

29,084円

可処分所得 389,848円

世帯人員 2.79人

有業人員 1.49人

世帯主の年齢 45.5歳

世帯平均

住 居

光熱・水道 22,479円

食 料

63,031円

図 家計収支の状況（総世帯のうち勤労者世帯）－平成22年－

＜参考＞ 平成22年の家計収支の状況

１世帯当たり１か月平均の消費支出は28万3千円

実収入 471,727円

被服及び履物

光熱・水道

家具・家事用品

その他の

消費支出

教養娯楽

30,024円

教育

交通・通信

18,538円

保健医療

預貯金純増

60,919円

土地家屋

借金純減

黒字

106,447円

（27.3％）

財産純増

5,979円

その他 -7,690円

有価証券

純購入

1,089円

26,752円

保険純増

19,398円

消費支出

283,401円

（72.7％）

（注）１．実収入のうちのその他とは，実収入から世帯主収入，世帯主の配偶者の収入及び他の世帯員収入を除いたものである。

例えば，事業・内職収入などがある。

２．黒字とは，可処分所得から消費支出を差し引いた額である。

３．消費支出の（ ）内は，平均消費性向（可処分所得に対する消費支出の割合）を，黒字の（ ）内は，黒字率（可処分所

得に対する黒字の割合）を示している。

４．金融資産純増とは，預貯金純増，保険純増及び有価証券純購入を合わせたものである。

５．預貯金純増とは，銀行などの金融機関への預貯金の預入額から引出額を差し引いた額である。

６．保険純増とは，貯蓄的要素のある保険料から保険受取金を差し引いた額である。

７．有価証券純購入とは，株式，債券などの有価証券の購入額（有価証券購入）から売却額（有価証券売却）を差し引いた額

である。

８．土地家屋借金純減とは，土地や住宅などの購入に係る借入金返済額（土地家屋借金返済）から借入額（土地家屋借入金）

を差し引いた額である。なお，土地家屋借入金返済額には，支払利子が含まれている。

９．財産純増とは，土地，家屋など不動産の購入額（財産購入）から売却額（財産売却）を差し引いた額である。

10．黒字の中のその他とは，黒字から金融資産純増，土地家屋借金純減及び財産純増を除いたものである。

例えば，分割払購入借入金純減，一括払購入借入金純減などがある。計数のマイナス符号はこれら借入金の純増を示す。

被服及び履物

12,343円

家具・家事用品

8,725円

その他の

消費支出

60,569円

教養娯楽

31,575円

教 育

13,707円

交通・通信

42,916円

18,400円

保健医療

9,655円

金
融
資
産
純
増
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